
 

2022 年 5 月 31 日 

 

「地域を支えるサービス系企業の稼ぐ力の向上研究会」報告書を 
取りまとめました 

 

 

関東経済産業局（以下「関東経産局」という。）では、地域サービス系企業（※）

の稼ぐ力の向上に向けて、労働生産性に着目して、令和 4 年（2022 年）1 月

から 4月まで 5回にわたり、「地域を支えるサービス系企業の稼ぐ力の向上研

究会」を開催し、検討を行いました。 

この度、同研究会での検討を踏まえた「地域のサービス系企業の労働生産性

向上に向けた取組のポイント」や「関東経産局をはじめとした国・地域の関

係者の支援の方向性」を取りまとめましたので、公表します。 

今後、同報告書を活用しながら、具体的なアクションプランの検討を進めた

上で、地域サービス系企業の稼ぐ力の向上の実現に向けた取組を推進します。 

 

※ 地域サービス系企業： 地域の経済、雇用を支えるサービス産業を担う企業 

 

1．背景・概要 

名目 GDP約 7割を占める我が国のサービス産業は、関東地域においても付加

価値額約 7割・従業員数約 8割を占め、経済、雇用を支える重要な存在で

す。しかしながら、地域のサービス産業は、人口減少、少子高齢化等の地域

の構造的な課題に直面しているとともに、業種によっては、生産と消費が同

時に行われる等の特徴から低生産性等の課題や新型コロナウイルス感染症

（以下「新型コロナ」という。）の感染拡大による事業継続等の課題を抱え

ています。特に、新型コロナは、宿泊・飲食、生活関連・娯楽への影響が大

きくなっています。  

 

このような中、地域サービス系企業が成長していくためには、デジタル化の

進展等事業環境の変化をチャンスと捉え、地域の構造的な課題やサービス産

業特有の課題を踏まえた上で、稼ぐ力を向上させることが重要です。特に、

人口減少等による担い手、需要の減少の中で、同じ労働投入量で少しでも多

くの付加価値額をつくりだしていく、労働生産性の向上が不可欠です。 

 

そこで、今般、労働生産性に着目して、「地域を支えるサービス系企業の稼ぐ

力の向上研究会」での検討を通じて、「地域のサービス系企業の労働生産性向

上に向けた取組のポイント」や「関東経産局をはじめとした国・地域の関係者



 

 

の支援の方向性」を取りまとめました。 

 

2．今後の予定 

関東経産局は、今後、同報告書で取りまとめられた「関東地域のサービス系

企業の労働生産性向上に向けた支援の方向性」に沿って、具体的なアクショ

ンプランの検討を進めた上で、地域サービス系企業の稼ぐ力の向上の実現に

向けた取組を推進します。 

なお、具体的な取組については、関東経産局ホームページにおいて、随時、

掲載していく予定です。 

 

3．公表資料 

「地域を支えるサービス系企業の稼ぐ力の向上研究会」取りまとめ結果の資料

（報告書）は、こちらのページに掲載しています（報告書取りまとめのポイン

トは、別紙参照）。 

 

https://www.kanto.meti.go.jp/press/20220531_ryutsu_press.html 

 

 

 

 

 

4．関連ページ 

地域サービス支援 

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ryutsu/chiikiservice/ 

index.html 
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【別紙】

「地域を支えるサービス系企業の稼ぐ力の向上研究会」報告書取りまとめのポイント

本資料の御活用により、地域サービス系企業における労働生産性向上に向けた取組が図られ、同時に、国・地域の関係者による支援が、

より充実し、より効果的に実施されることで、多くの地域サービス系企業が一層稼ぐ力を向上させ、ひいては、地域経済の発展に繋がれば幸いである。

労働生産性向上のポイント

⚫ 分子に相当する付加価値額の増加に資する取組
及び分母に相当する労働投入量の最適化に資する
取組の双方が重要。

労働生産性向上に向けた重点支援３項目

① 企業の意識改革の促進

② 中核人材確保・活用の促進

③ 企業間連携の促進

関東経産局をはじめとした（※）

国・地域の関係者の支援の方向性

⚫ ３つの重点的な取組（前述①②③）の推進

⚫ 関東経産局に期待される役割

① 国・地域が連携した地域の実装に向けた取組の
推進

② 関東地域全体のサービス産業支援ネットワークの
構築

③ 地域ぐるみのサービス産業支援体制の構築及び
先進事例の創出

④ 支援策のアップデート

※ 関係省庁・政府系機関、自治体、地域支援機関、地域金融
機関及び民間企業・団体等に期待される役割についてもそ
れぞれ整理

※付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費

※労働投入量＝従業員数×労働時間


